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１ は じ め に
現代日本における福祉政策は，主要には，社会保険，公的扶助（生活保護），
児童手当，社会福祉などに区分される。これらは生活問題の解消・予防をはか
る国家による方策である。その対象である生活問題は，生活を営んでいる単位
である世帯を単位として把握される。たとえば，生活保護法では，戦前からの
救護法の流れをくみ，保護の要否や程度は世帯を単位に判断する世帯単位の原
則を定めている。１）
世帯は，１９１８年の国勢調査施行令において「住居及家計ヲ共ニスル者を謂
フ」と定義された。人びとの生活の実態に接近すべく採用された世帯概念
は，１９２０年の国勢調査の実施や大正期における一連の社会立法を通して，保
護の単位として定着した。世帯に着目し対象である生活問題をとらえるのは生
活保護法だけでなく現代日本の福祉政策全般に見られるが，その用法は統一さ
れていない。２）
１９６２年の社会保障制度審議会「社会保障制度の総合調整に関する基本方針
についての答申および社会保障制度の推進に関する勧告」は，とくに現行制度
における世帯という言葉の用法が明瞭でなく，制度ごとに取扱いが異なり統一
がないことを問題点として指摘している。そして，社会保障の給付を受ける権
利は個人に帰属するが，保障はその生活の基礎となっている単位に即して行な
うことが必要であるとし，社会保障が家族制度をことさら一定の方向に向けよ
うとするのはゆき過ぎではあるけれども，「社会保障の対象として夫婦と未成
熟の子を世帯とし，それを基礎として親族または扶養義務者との関係を正確に
規定すべきである」と述べていた。
その後，１９９５年の社会保障制度審議会「社会保障体制の再構築（勧告）」で
は，今後の社会保障制度は多様な家族形態を基本におき，新しい家族関係を踏
まえてその生活を充実・安定させる条件を強化する施策を展開すべきであると
し，社会保障制度についても男女平等の視点に立って見直し，「社会保障制度
を世帯単位中心から，できるものについては個人単位に切り替えることが望ま
しい」と提言している。
これら２つの勧告に見られるように，社会保障制度審議会における当初の議
論は世帯の定義をめぐるものであったが，近年は「個人の自立支援」や「利用
者による選択の尊重」が強調され，今後の福祉政策は世帯単位から個人単位と
すべきという考え方が示されるようになってきている。
福祉政策が世帯単位であるかもしくは個人単位であるかは，先行研究によれ
ば，サービスの利用要件や費用負担の規定などに着目することによって明らか
となる。３）それを整理したのが，表１である。世帯単位では，サービス利用の資
格要件においては世帯の中での扶養や介護などの能力が問われ，費用負担につ
いては主体を世帯主や世帯同一の扶養義務者などとする。一方，個人単位で
は，サービス利用の資格要件において個人が対象となり，費用負担についても
利用者個人が主体となる。
以下本稿では，この枠組みに基づき，２００６年に新しい法律が施行された障
害者福祉の領域を取り上げ，障害者福祉政策における単位を考察することにし
たい。はじめに，２００６年施行となった障害者自立支援法を概観し，ついで障
世帯単位 個人単位
利用要件 世帯 個人
費用負担 世帯 個人
表１ 福祉政策の単位
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害者自立支援法におけるサービスの利用要件および費用負担の規定を検討す
る。さらに，これまでの障害者福祉におけるサービスの利用要件および費用負
担の歴史的変遷を身体障害者福祉サービスに限定し検討する。最後に，以上の
検討を踏まえ，障害者福祉政策における単位の特徴を指摘したい。
２ 障害者自立支援法の概要
障害者自立支援法は２００５年１０月３１日に可決成立し，２００６年４月１日から
施行となった。障害者福祉の領域では，２００３年４月からは支援費制度が実施
されており，障害者自立支援法の施行により支援費制度の実施からわずか３年
でまたもや大きな制度変更が行われたことになる。
２００５年は介護保険見直しの年に当たり，介護保険制度と支援費制度の統合
案も検討されたが，統合は先送りとなった。厚生労働省は，障害者自立支援法
施行半年後（２００６年１０月）には，利用者負担の更なる軽減措置の必要性を指
摘しており，本法は多くの課題を抱えたままでの船出であったことが明らかと
なった。４）
厚生労働省は障害者自立支援法制定の趣旨および改革の要点を，以下のよう
にまとめている。５）
２００３年度から，ノーマライゼーションの理念の下，障害者及び障害児の自
己決定を尊重し，サービス事業者との対等な関係を確立するため，行政が福祉
施設やホームヘルパーなどのサービスを決定する仕組み（措置制度）を改め，
利用者自らがサービスを選択し，事業者と直接契約する新しい利用制度（支援
費制度）を導入した。
支援費の施行により，新たにサービスの利用者が増えるなど，障害者等が地
域生活を進める上での支援が大きく前進したが，今後も利用者の増加が見込ま
れる中で，制度をより安定的かつ効率的なものとすること，精神障害者が支援
費制度の対象となっていないなど現在，障害種別になっている障害福祉サービ
スの体系や公費医療負担の利用の仕組み等を一元的なものとすること，など障
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害者等が必要なサービスを安定的に利用できるよう，障害保健福祉施策の各般
にわたる抜本的な改革が求められてきた。
これらの課題に対応し，あらたに作られた障害者自立支援法における改革の
要点は次の５点である。
１ 市町村を基本とする仕組みへの統一と三障害（身体障害・知的障害・精神障害）の制
度の一元化
２ 利用者本位のサービス体系（介護給付，訓練等給付及び地域生活支援事業の３つのサ
ービス体系）に再編
３ 障害者に対する就労支援の強化
４ 障害福祉サービスの支給決定の透明化及び明確化
５ 障害福祉サービス等の費用を皆で負担し支え合う仕組みの強化
障害者自立支援法の第１条は，その目的を「障害者及び障害児がその有する
能力及び適性に応じ，自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う，必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い，もって障害者及
び障害児に福祉の増進を図るとともに，障害の有無に関らず国民が相互に人格
と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与すること」
と規定している。
障害者自立支援法の対象となる障害者および障害児とは，身体障害福祉法に
規定されている身体障害者，知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳
以上，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定されている１８歳以上
の精神障害者，児童福祉法に規定されている障害児および１８歳未満の精神障
害者である。
障害者自立支援法により実施されるのは，自立支援給付と地域生活支援事業
である。障害者自立支援法の中核となっている自立支援給付には，介護給付（特
例を含む），訓練等給付（特例を含む），自立支援医療，補装具などの給付がある。
介護や訓練などの自立支援給付の利用手続きは以下のようになる。自立支援
給付を受けようとする障害者または障害児の保護者は，居住地の市町村にサー
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ビス利用を申請する。申請を受けた市町村は，障害者または障害児の保護者に
面接をし，その心身の状況，その置かれている環境その他について調査をし
（この業務は相談支援業者に委託することができる），「障害程度区分」の認定
と「支給要否決定」を行う。市町村は，「支給決定」をした場合には，支給決
定障害者等に対して「支給量」を記載した障害福祉サービス受給者証を交付す
る。
市町村が「支給決定」にあたって行う調査の内容を詳しくみると，まず，１０６
項目からなる心身の状況等に関する調査が行われる。この調査は「障害程度区
分」を認定するためのものである。「障害程度区分」は，障害者等に対する障
害福祉サービスの必要性を総合的に示す指標であり，区分１～６の６段階に
なっている。「障害程度区分」の認定は市町村審査会が行う。また，この認定
には，医師の意見書が必要である。この認定手続きは，支給決定プロセスの透
明化を図るために導入された。
「障害程度区分」の認定後に，勘案事項である「概況調査」が実施されると
ともに，サービスの利用意向の聴取が行われる。ここで，利用者のニーズが把
握される。「概況調査」の項目は，調査実施者（記入者），調査対象者，
障害の種類および程度，現在受けているサービスの利用状況（週単位），
地域生活，就労状況，日中活動の場所，介護者，	居住環境，
その他
となっている。の介護者については，介護者の有無と介護者の健康状況等が
調査されている。６）
障害福祉サービスの支給決定にあたっては，認定調査による障害者本人の客
観的ニードの把握と主体的意思にもとづくサービスの選択という方法が採用さ
れている。
以上のように，障害者自立支援法は，介護保険法とよく似た制度体系となっ
ており，介護保険との統合には至らなかったが，障害者福祉の「保険化」に向
けた方向がより鮮明になったと指摘されている。７）
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３ 障害者自立支援法におけるサービスの利用要件と費用負担
本節では，障害者自立支援法によるサービスのうち，自立支援給付における
介護給付を中心に利用要件と費用負担を検討していきたい。
介護給付の対象となるのは，表２に示したように１０種類の障害福祉サービ
スである。これらの障害福祉サービスの対象者についての規定は，居宅介護・
短期入所・児童デイサービス・共同生活介護・施設入所支援の５つのサービス
では単に「障害児・障害者（等）」となっており，重度訪問介護・行動援護・
療養介護・生活介護・重度障害者等包括支援の５つのサービスは「常時介護を
要する障害者」となっており，どちらも本人の障害条件だけが示されている。
ただし，短期入所のみ，「居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由」
という介護者要件がある。
ついで，費用負担についてみよう。
介護給付費はサービスに通常要する費用の「１００分の９０」に相当する額が支
給される。したがって，利用者は「１００分の１０」つまり１割の定率負担をしな
ければならない。この負担は本人のみが対象となる。８）ただし，当該支給決定障
害者の家計に与える影響その他の事情を斟酌して，後に示すように負担軽減制
度を導入しており，利用者の費用負担はサービス利用量と所得によって変動す
る。
障害者自立支援法における利用者負担は，今改革の要点のひとつである「制
度を持続可能なものとするために，費用を皆で負担し支え合う」仕組みである。
当時の社会保障審議会障害者部会長であった京極高宣は，定率１割の自己負担
について，「障害のある者も社会の構成員として対等に利用者負担をすること
で制度を支える一員となってもらうことであり，また，必要な租税を確保する
うえで国民的理解を得やすいものにするためである」としている。９）
支援費制度のもとでの利用者負担は所得に応じた応能負担が原則であった。
表３の厚生労働省の資料（社会保障審議会障害者部会第２１回）によると，身
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体・知的障害者の福祉サービスの利用者負担は，在宅で本人９５％，扶養義務
者４６％，施設で本人１０％，扶養義務者４１％が自己負担なしという状況であっ
た。したがって，今回の障害者自立支援法の内容の中で，最も影響の大きいの
が利用者負担の応益化であったといえよう。１０）
種 類 内 容 利用要件
居宅介護 居宅において入浴，排せつ又は食事の介護
その他の便宜を供与すること
障害者等
重度訪問介護 居宅において入浴，排せつ又は食事の介護
その他の便宜及び外出時における移動中の
介護を総合的に供与すること
重度の肢体不自由者で
あって常時介護を要する
障害者
行動援護 当該障害者等が行動する際に生じ得る危険
を回避するために必要な援護，外出時にお
ける移動中の介護その他の便宜を供与する
こと
知的障害又は精神障害に
より行動上著しい困難を
有する障害者等であって
常時介護を要するもの
療養介護 病院その他の施設において行われる機能訓
練，療養上の管理，看護，医学的管理の下
における介護及び日常生活上の世話の供与
医療を要する障害者で
あって常時介護を要する
もの
生活介護 障害者支援施設その他の施設において行わ
れる入浴，排せつ又は食事の介護，創作的
活動又は生産活動の機会の提供その他の便
宜を供与すること
常時介護を要する障害者
児童デイサービス 肢体不自由児施設その他の施設に通わせ，
日常生活における基本的な動作の指導，集
団生活への適応訓練その他の便宜を供与す
ること
障害児
短期入所 施設に短期間の入所をさせ，入浴，排せつ
又は食事の介護その他の便宜を供与するこ
と
居宅においてその介護を
行う者の疾病その他の理
由により，短期間の入所
を必要とする障害者等
重度障害者等包括
支援
居宅介護その他の障害福祉サービスを包括
的に提供すること
常時介護を要する障害者
であって，その介護の必
要が著しく高いもの
共同生活介護 主として夜間において，共同生活を営むべ
き住居において入浴，排せつ又は食事の介
護その他の便宜を供与すること
障害者
施設入所支援 主として夜間において，入浴，排せつ又は
食事の介護その他の便宜を供与すること
障害者
表２ 介護給付の対象となる障害福祉サービス
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公費 98.7%
利用者負担分 1.3%
生活保護受給者 18%
所得税非課税者 51%
生活保護受給者 42%
生活保護受給者 2 %
前年収入27万円以下 8 %
生活保護受給者 6 % 生活保護受給者 4 %
自己負担なし 93%
自己負担なし 10%
自己負担なし 41%
自己負担なし 95%
自己負担なし 46%
市町村民税非課税者 77%
公費 98.5% 公費 89.0%
利用者負担分 1.5%
本人         0.735%
扶養義務者   0.765%
利用者負担分 11.0%
本人         10.45%
扶養義務者    0.55%
市町村民税非課税者 40% 市町村民税非課税者 37%
本人         0.2%
扶養義務者   1.1%
在宅（ホームヘルプ）
施設（身体・知的障害者）
身体・知的障害者 精神障害者
扶養義
務者の
範囲
利用者が２０歳
以上の場合
支給決定の際に同一
世帯・同一生計にあ
る配偶者及び子のう
ち最多納税者
利用者本人の属する
世帯における生計中
心者
支給決定の際に同一
世帯・同一生計にあ
る配偶者及び子のう
ち最多納税者
利用者が２０歳
未満の場合
支給決定の際に同一
世帯・同一生計にあ
る配偶者，父母及び
子のうち最多納税者
支給決定の際に同一
世帯・同一生計にあ
る配偶者，父母及び
子のうち最多納税者
負担率（マクロ）
負
担
し
て
い
る
者
の
割
合
本人
扶養
義務者
※ホームヘルプについて，平成１５年度，措置から支援費に移行した際，利用者負担におけ
る扶養義務者を，生計中心者（親を含む）から配偶者又は子に変更したことに伴い，平成
１４年度の負担率４．１％→１５年度の負担率平均１．３％へ低下した。
※施設について，負担率及び負担している者の割合は平成１５年７月の全国実績値により，
利用者負担額には入所３年以上の知的障害者の扶養義務者負担分を含んでいない。
※精神障害者の施設については，扶養義務者に負担を求めることとされていない。
資料出所）厚生労働省社会保障審議会障害者部会（第２１回）資料
表３ 福祉サービスの利用者負担の現状
１２６ 松山大学論集 第２０巻 第２号
そのため，利用者の負担にかんする低所得者への配慮として，表４のように
多くの軽減措置が設けられている。利用者負担の軽減制度は，大きくサービス
利用料の定率負担に対する軽減措置と食費・光熱水費に対する軽減措置に分か
れる。定率の利用者負担の軽減措置として，負担上限月額（世帯の範囲の特
例），高額障害者福祉サービス費の支給，入所者個別減免（２００９年３月３１
日までの経過措置），社会福祉法人等による負担軽減制度（予算措置），境
界層措置（生活保護移行防止）１１）の５つが導入された。
これらの費用負担の軽減措置は複雑で，わかりにくい。しかし，これを「一
部に相当に所得の高い障害者が存在し，障害年金がいきわたっている現状を踏
まえれば，原則的な考え方を明確にしたうえで，低所得の障害者への対応をよ
り具体的に図ることが極めて妥当な作業であろう」１２）と評価する意見もある
が，緊急措置により減額に減額を重ねた費用負担は当初の４の１になるなど，
費用負担の体系そのものも原型を止めないくらいに負担の減額が行われてお
り，費用負担の原則を示す意義は失われている。
また，これらの軽減措置のうち負担上限月額，高額障害者福祉サービス費支
給，境界層措置では世帯収入による所得階層で負担額が決定され，入所者個別
減免と社会福祉法人等負担軽減措置では世帯の預貯金などの資産が基準となっ
ている。１３）利用者の費用負担は「本人」となっているが，減額の措置には「世
帯」概念が多く用いられている。負担上限月額を取り上げてみよう。
負担上限月額の設定にあたっては，住民基本台帳上の世帯の所得が用いられ
る。本人のみの所得ではなく，世帯の所得が単位とされている。
ただし，以下の要件を満たす場合，住民票上の同一世帯であっても，「実態
上生計を一つにしていない」と判断できることから，障害者および配偶者の所
得に基づくことも選択できる「世帯の範囲の特例」が設けられている。
その要件とは，「支給決定障害者等が，当該支給決定障害者等と同一の世帯
に属するもの（当該支給決定障害者等の配偶者を除く）の扶養親族（地方税法
第２３条第１項第８号に規定する扶養親族をいう）及び被扶養者（健康保険法
障害者福祉政策における世帯と個人 １２７
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表４ 介護給付費等に関する負担軽減制度
＊「厚労告」＝厚生労働省告示
資料出所）『障害者自立支援基本法令集 平成１８年１０月版』中央法規出版２０００年
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等の規定による被扶養者をいう）に該当しないときは，第１項第２号及び第３
号の規定の適用については，支給決定者と同一の世帯に属する者を，当該支給
決定障害者等と同一の世帯に属するその配偶者のみであるものとすることがで
きる」である。
つまり，上限額を設定する場合の「世帯」の範囲には，住民票上の同一世帯
であっても，税制上や健康保険制度において同一世帯の家族等の被扶養者と
なっていない場合は，住民票上の同一世帯に家族等がいても，障害者とその配
偶者の所得のみを対象とすることが出来ることになった。１４）
さらに，２００８年７月から，利用者負担上限額を算定する際の所得段階区分
を「個人単位」を基本として見直し，「本人と配偶者のみの所得」で判断する
ことが，３月の主管課長会議で明らかにされた。住民票，税制や健康保険とは
関係なく，「本人と配偶者のみの所得」で判断することになったのである。今
回の世帯範囲の見直しにともない，利用者負担にかかる軽減措置の適用の可否
を判断する「資産要件」についても，高額障害福祉サービス費の支給に係る「世
帯合算の範囲」についても，ともに「本人と配偶者のみの所得」で判断するこ
とになった。
世帯の範囲を「本人と配偶者のみの所得」とする今回の見直しについて，厚
生労働省は，「障害者サービスの負担上限額を算定する際の所得段階区分につ
いては，現在，住民票上の世帯全体の所得によって判断しているため，障害者
本人の所得が低くても，父母等の所得が高い場合には，負担上限額は高い区分
となるが，障害者の父母等の自立に対する意向が強いことを考慮して，このよ
うな取扱いを改めるべき」との声に対応したものだとしている。
それでは，今回の見直しによって，障害者福祉政策の単位は個人単位となっ
たといえるであろうか。この点を改めて確認するならば，厚生労働省は「個人
単位」を基本として見直したというが，本人だけでなく配偶者の所得を含めて
おり個人単位とは言えない。
障害者福祉政策における世帯と個人 １２９
４ これまでの障害者福祉サービスの利用要件と費用負担
前節では，障害者自立支援法におけるサービスの利用要件と費用負担につい
て検討してきた。本節では，障害者自立支援法以前の障害者福祉サービスの利
用要件と費用負担について，身体障害者福祉法を中心に検討し，その変遷をた
どることにしたい。
身体障害者福祉法は１９４９年に制定され，翌５０年から施行された。当時の身
体障害者福祉法の目的は「身体障害者の更生を援助し，その更生のために必要
な保護を行い，もって身体障害者の生活の安定に寄与する等その福祉の増進を
図ること」（第１条）とされており，障害者の更生援助が目的であった。また，
身体障害者とは，「身体上の障害がある１８歳以上の者であって，都道府県知事
から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう」（第２条）と対象者が定義さ
れていた。
その後１９９０年の改正で，第１条は「この法律は，身体障害者の自立と社会
経済活動への参加を促進するため，身体障害者を援助し，及び必要に応じて保
護し，もって身体障害者の福祉の増進を図ることを目的とする」と改正され，
法の目的は自立や社会経済活動への参加の援助へと変わってきた。
また，身体障害者福祉は，２００３年に知的障害者福祉・児童福祉とともに支
援費方式の導入を経て，２００６年に精神障害者を含む障害者・児を対象とする
障害者自立支援法による事業へと統合された。したがって，以下の検討では，
２００３年の支援費の導入を時期区分として採用し，支援費制度導入以前と以後
にわけて検討する。なお，障害者福祉サービスは多岐にわたるがそのうち，障
害者自立支援法の介護給付に該当する居宅介護（ホームヘルプ）と生活介護（身
体障害者療護施設への入所）を取り上げ，検討したい。
 支援費制度導入以前の利用要件と費用負担
まず，居宅介護（ホームヘルプ）サービスについてみよう。
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重度障害者施策の一環として，１９６７年に身体障害者家庭奉仕員派遣事業が
始まった。この事業は，「重度の身体障害のため独立して日常生活を営むのに
著しく支障のある身体障害者の家庭に対し，家庭奉仕員を派遣して無料で適切
な家事，介護等の日常生活の世話を行なわせ，もって，重度身体障害者の生活
の安定に寄与する等その援護を図ること」を目的とし，派遣対象は，「重度の
身体障害のため日常生活を営むのに著しく支障がある身体障害者の属する低所
得の家庭であって，その家族が身体障害者の介護を行なえないような状況にあ
る場合」であった。
国庫負担の老人家庭奉仕員派遣事業は１９６２年から行われており（１９６３年老
人福祉法に明文化），１９７０年に開始された心身障害者家庭奉仕員派遣事業とと
もに，１９７２年には３事業の一体的運営が行われることになった。身体障害者
家庭奉仕員派遣事業は，「重度の身体障害者」であることと「家族が介護を行
うことができない状況にある」ことが要件とされていた。当初派遣対象は生活
保護世帯に限定されていた。その後低所得世帯（原則としてその属する世帯の
生計中心者が所得税を課せられていないもの）である所得税非課税世帯に拡大
されたが，１９８１年まで利用料は無料であった。１５）
１９８１年に中央社会福祉審議会が「当面の在宅老人福祉対策のあり方につい
て」意見具申を行った。この意見具申では，現行の福祉施策は利用者の範囲が
限定されているが，「原則として利用希望老人等の所得の高低にかかわらず，
援助を必要とするすべての老人を対象にすることが望ましい」とした。利用者
の費用負担についても「福祉は無料」という意識があったが，今後は，「その
利用者層を課税世帯へ拡大していくに当たっては，利用者がその負担能力や受
益量に応じて，応分の負担をする制度の導入は避けられないと考える。このよ
うな負担制度の導入は，福祉サービスについて利用者の側から主体的に利用す
るものであるという認識を醸成する役割を果たし，更に社会的公正の確保及び
制度の恒久的かつ安定的発展，維持につながる」という考え方を示した。１６）
この意見具申を受けて，１９８２年の改正では，身体障害者においても派遣対
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象が課税世帯にまで拡大された。申請者及び費用負担者は本人ではなく生計中
心者となった。以後，利用者の費用負担基準は，利用者世帯の生計中心者の前
年所得税年額による階層区分が用いられるようになった。なお，１９８２年の階
層区分は４区分であったが，１９８９年から６区分となり，１９８８年にはガイドヘ
ルパーの派遣もホームヘルプサービスに加えられた。
１９９０年の「身体障害者ホームヘルプサービス事業」は，目的を「身体障害
者が居宅において日常生活を営むことができるよう，身体障害者の家庭等にホ
ームヘルパーを派遣して入浴等の介護，家事等の日常生活を営むのに必要な便
宜を供与することにより，身体障害者の自立と社会参加を促進し，もって身体
障害者の福祉の増進を図ること」とし，介護・家事等の派遣対象は，「重度の
身体上の障害等のため，日常生活を営むうえで支障のある身体障害者であって，
当該障害者が入浴等の介護，家事等の便宜を必要とする場合」となった。１９９０
年以降ホームヘルプサービスの派遣対象は，本人の障害要件のみとなった。
つぎに，施設サービスをみよう。１７）
制定当初の身体障害者福祉法は，更生医療や補装具の給付については第３８
条に費用の徴収規定を設けていたが，施設利用については費用徴収の規定はな
かった。ただし，更生施設や授産施設の利用者は食費についてのみ負担があっ
た。これらの施設は短期間の更生訓練に主眼が置かれていたため食費のみを入
所者の負担としていた。
１９６２年の社会保障審議会「社会保障制度の総合調整に関する基本方針につ
いての答申及び社会保障制度の推進助長に関する勧告」では，「社会福祉の費
用は，原則として国と地方公共団体が負担すべき」であり，「社会福祉は，そ
の性格からみて，事業の採算本位に運営されてはならず，原則として受益者に
費用を負担させるべきではない」とされ，また，１９６６年身体障害者福祉審議
会答申「身体障害者福祉法の改正その他身体障害者福祉行政推進のための総合
的方策」の中では，「身体障害者に対するこれらの給付や措置は，一般健常人
との間のハンディキャップをうめるためのものであるから，身体障害者の費用
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負担を大幅に軽減する方向で検討すべき」という考えも示されていた。
その後，法の目的が職業的更生だけでなく広く身体障害者の生活の安定と向
上をはかることにあることが明確にされ，施設の役割も変化し，多様化してき
た。１９７２年に身体障害者療護施設が制度化され，最重度の身体障害者が常時
の介護サービスを受けながら長期的に生活を行う新しい施設が更生援護施設の
一種として設置されることになった。当時の更生援護施設は入所期間が定めら
れていたが，身体障害者療護施設は「身体障害者であって常時の介護を必要と
するものを収容・入所させて治療および養護を行う施設」と定義され，入所要
件は「常時介護を必要とする者」で，入所期間の規定はなかった。施設入所者
で可能な場合には食費相当の負担があった。
１９８２年の身体障害者福祉審議会の答申「今後における身体障害者福祉をす
すめるための総合的方策について」の中で，施設利用経費の負担について，「合
理的費用徴収負担制度設定」の検討が提言された。一方，１９８１年の国際障害
者年を契機として，障害者が自立生活を営むための基盤となる所得保障制度の
確立が緊急の課題として検討されてきたが，１９８６年に障害者基礎年金が創設
されることになり，これを受け１９８４年の法改正では第３８条にはじめて施設利
用の費用徴収規定が設けられた。
さらに，１９８５年に身体障害者福祉審議会が「身体障害者更生援護施設の費
用徴収基準のあり方について」意見具申を行い，「在宅の身体障害者との公平」
や「自立意識の醸成」を根拠に，入所者本人からの費用徴収の重視や費用徴収
基準の必要性を指摘した。この意見具申に沿い，１９８６年から入所者本人と扶
養義務者に別立てで費用を徴収する「二本立て徴収」といわれる方法が導入さ
れた。入所者には収入認定方式による費用徴収，扶養義務者には同一世帯・同
一生計の配偶者・父母および子のうちの最多納税者１人を認定し，税制転用方
式により措置費との差額の範囲内で費用徴収が行われた。
老人福祉施設では，１９８０年に本人と扶養義務者の双方から徴収するいわゆ
る「二本立て徴収」といわれる方法がすでに導入されており，この改正はそれ
障害者福祉政策における世帯と個人 １３３
に続くものとなった。
１９８７年の福祉関係三審議会合同分科会意見具申「社会福祉施設（入所施設）
における費用徴収基準の当面のあり方について」の中で，入所者本人からの徴
収にいっそうの重点をおくとともに，入所者が成人の場合は，民法上の扶養義
務者を入所施設に係る費用徴収の対象とする範囲として，そのまま採用とする
ことは適当でないとし，成人に係る扶養義務者の費用徴収については，「入所
者の際に同居していた入所者の配偶者および子を原則とするのが適当」とする
提言が行われた。１９８８年からは，主に扶養義務者の範囲は配偶者と子に限定
され，父母はその範囲から除外された。１８）
この扶養義務者の考え方は，支援費制度に引き継がれた。
 支援費制度におけるサービスの利用要件と費用負担
２００３年に身体障害者福祉，知的障害者福祉と児童福祉に支援費制度が導入
された。実施に伴う取扱いについて，以下のような通知が出された。１９）
「支援費制度においては，障害者福祉サービスの利用について支援費の支給
を受けようとする障害者は，居宅支援又は施設支援の種類ごとに市町村に対し
て支給申請を行う。この申請が行われたとき，市町村は，申請を行った障害者
の障害の種類及び程度，当該障害者の介護を行う者の状況その他の厚生労働省
令で定める事項（「勘案事項」という）を勘案し，申請されたサービスの目的・
機能と照らして支援費の支給の要否を決定し，居宅生活支援費であれば支給量
と支給期間を，施設訓練等支援費であれば障害程度区分と支給期間を定めるこ
ととなる。
従来の措置制度は障害者に対する福祉サービスの提供を，行政が特定の事業
者・施設に個別に委託する仕組みであった。これに対し，支援費制度における
支給決定は，障害者から申請された種類の居宅支援又は施設支援について公費
で助成することの要否を判断するものであり，特定の事業者・施設から支援を
受けるべき旨を決定するものではない」という内容であった。
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上記の勘案事項とは，障害の種類及び程度その他の心身の状況（障害者手
帳に記載されている障害の状況のみではなく），介護を行う者の状況，申
請されたサービス以外のサービス利用の状況，支援の利用に関する意向の具
体的内容，置かれている環境，支援の提供体制の整備の状況，であった。
その際，介護を行う者の状況については，「介護を行う者の有無，年齢，
心身の状況及び就労状況（施設訓練等支援費にはない）等を勘案して，支援費
の支給を決定する」とされていた。
なお，居宅介護支援のひとつである短期入所については，その介護を行う者
の疾病その他の理由により，居宅（家庭）において介護を受けることが一時的
に困難となったことが，支援の要件となっていた。ただし，「当該事項は，介
護を行う者がいる場合に居宅介護等の居宅介護生活支援費の支給を行わないと
いう趣旨ではない」と明記されており，家族の存在を要件として重要視するも
のではないとしていた。
支援費制度における費用負担はどうか。
まず，居宅支援については，身体障害者及びその扶養義務者（身体障害者と
同一の世帯に属し，かつ，生計を同じくすると認められる配偶者又は子のう
ち，市町村民税又は所得税の税額がもっとも高い者に限る。以下同じ。）が負
担すべき額は，それぞれ，税額等による階層区分に応じ，負担基準額の欄にか
かげる額であった。ただし，身体障害者にあっては，支援費基準額を上限と
し，扶養義務者にあっては，支援費基準額から身体障害者が負担する額を控除
した額が上限となっていた。２０）
施設支援については，身体障害者が負担すべき額は，対象収入額等による階
層区分に応じ，負担基準月額の欄に掲げる額であった。一方，身体障害者の扶
養義務者が負担すべき額は，それぞれ，税額等による階層区分に応じて，負担
基準月額の欄に掲げる額となっていた。２１）
つまり，利用者の負担能力の判定基準については，施設訓練等支援の利用者
本人分の取扱いは，原則として利用者本人の前年の「対象収入」の申告に基づ
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き，挙証資料等で確認の上階層を決定し，一方，施設訓練等支援の扶養義務者
分，居宅生活支援の利用者本人分及び扶養義務者分の取扱いについては，原則
として利用者本人又は主たる扶養義務者の前年の税額の申告に基づき，挙証資
料等で確認の上階層を決定していた。
主たる扶養義務者は，原則として支給決定の際に利用者本人と同一世帯，同
一生計にあった配偶者及び子（利用者本人の年齢が２０歳未満の場合は，配偶
者，父母及び子）のうちの「最多納税者」であった。１９８８年からの扶養義務
者の規定が踏襲されていた。
なお，支援費制度における「世帯」とは，「社会生活上現に家計を共同して
消費生活を営んでいると認められるひとつの単位をいい，世帯認定について
は，生活保護法の取扱いに準じて行う」とされ，また，「生活保護法上の取扱
いとしていわゆる世帯分離を行っている場合，そのことのみをもって別世帯で
あるとは認められない」としていた。支援費制度では，生活保護法に準じた取
扱いを行うことが強調されていた。２２）
５ お わ り に
本稿では，障害者福祉におけるサービスの利用要件と費用負担について身体
障害者を中心に検討してきた。その中で明らかにしたことを要約しておくこと
にしたい。
第１に，障害者福祉サービスの利用要件については，１９９０年以降は家族要
件を問わず，本人の障害のみを要件としている。
社会福祉サービスの利用にあたっては，これまでニード要件と家族要件の２
つが評価されてきた。たとえば，高齢者福祉では，介護保険が成立するまでは，
家族要件は常に問われてきた。２３）しかし，障害者福祉では，一時期のホームヘ
ルプサービスを除き，利用の際に要件として家族介護者の有無は問われない。
その理由のひとつとして，障害者福祉の領域では，福祉サービスの対象を障
害者手帳の保持者に限定しており，手帳の交付にあたって行われる障害程度の
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認定によりニーズの客観性が担保されている点をあげることができる。
第２に，費用負担については，１９８０年代の福祉改革の中で応益負担原則が
導入され，施設入所の場合，これまでは扶養義務者にも費用負担が求められて
きた。しかし，障害者自立支援法では，利用者本人を基本とするという新しい
方向性が示されたが，「世帯単位」の考え方が依然として残っている。
扶養義務者については，障害者福祉の領域では，民法の規定に比べて，比
較的狭い範囲の人々を扶養義務者として認定していた。その際「同一世帯・同
一生計」や関係性の限定という条件を付してきた。具体的には，１９８６年の扶
養義務者では「同一世帯・同一生計の配偶者・父母・子」であったが，１９８８
年には「同一世帯・同一生計の配偶者・子」へという変更が行われ，親を扶養
義務者からはずした。１９８８年以降は，この規定が使用されてきたが，障害者
自立支援法では「同一世帯の配偶者」となった。
世帯については，支援費制度では「生活保護法の取扱いに準じて」取り扱
うことが確認されていたが，障害者自立支援法では，住民基本台帳の「住民票
上の世帯」を根拠とすることが強調されている。生活実態を強調する生活保護
に準じた取り扱いから離脱し，資料主義への転換を見ることができる。
加えて，障害者自立支援法の世帯認定では，「住民票上の世帯」であっても，
税制上や健康保険制度で被扶養者になっていなければ，障害者本人と同居の配
偶者のみの世帯とすることができることになった。税や健康保険が同一でなけ
れば，「実態上生計を一つにしていないと判断できる」とし，税や健康保険を
挙証資料として位置づけた。さらに，２００８年７月からは，これらの挙証資料
も不要とする「世帯の範囲の見直し」が行われることになった。
第３に，同じ障害者自立支援法のなかの異なる世帯の定義を指摘しておこ
う。本稿では取り上げなかったが，自立支援給付のひとつである自立支援医療
では，「支給認定基準世帯員」という概念が設定され，障害者等の加入した医
療保険法による被保険者を単位とするという考え方が示されている。これは，
介護給付の世帯認定とは異なる考え方である。しかし，ここでも世帯単位の取
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扱いであることに変わりはない。
ところで，障害者自立支援法における利用者負担への対応策として，きょう
されん（旧称 共同作業所全国連絡会）は利用者に世帯分離の活用を勧めてい
た。
「『個別減免』は，本人の所得に応じた個別の減免ですが，『社会福祉法人減
免』は世帯の収入と預貯金の基準を下回った本人ならびに世帯に対する負担軽
減策です。家族と同居している障害のある人の場合，親が年金生活であって
も，その多くはこの『社会福祉法人減免』の対象からもれてしまい，現実的な
負担軽減になりません。そこで一つの方策となるのが，いわゆる『世帯分離』
です。これによって『単身世帯』の基準が該当となるため，『社会福祉法人減
免』活用の道が開かれます」２４）というように，世帯分離の活用が伝授されてい
た。障害者福祉の領域だけでなく，介護保険についても「世帯分離のススメ」
が説かれるように，現行の福祉施策においては単身世帯の方が費用負担は少額
ですむ場合が多い。２５）
しかし，「住民票を分けるだけ」といっても，日常感覚的にはなかなか難し
いらしい。戸籍と住民票の混同からか，「いくらお金がないからといって，長
年育ててきたわが子の『籍』を切り離すなど到底考えられません」という母親
の発言もある。２６）障害者自立支援法の２００８年７月改正における「世帯の範囲の
変更」によって，親子の場合は世帯分離手続きも不要となるが，個人単位でと
いう主張と共に，家族の愛情規範の強さも存在していることがわかる。２７）
最後に，これまでの検討をふまえ，障害者福祉政策における単位の変遷をま
とめておこう。表１の枠組みを用いて，それぞれのサービスごとに整理するな
らば表５のようになる。この表からは，施設入所サービスではホームヘルプサ
ービスに比べてより早い時期に個人単位化の傾向が読み取れる。また，利用要件
は相対的に早くから個人単位で判断されていたが，費用負担に関しては現在も
本人のみで判断するところにまで至っていない。障害者自立支援法は両サービ
スにおける費用負担に関して個人単位化に向かう方向性を示したといえよう。
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障害者自立支援法における利用者負担について京極高宣は，上限額を設定す
る場合の「世帯」の範囲には，住民票上の同一世帯であっても，税制や健康保
険制度において同一世帯の家族等の扶養となっていない場合は，住民票上の同
一世帯に家族等がいても，障害者とその配偶者の所得のみを対象とすることが
出来るので，扶養家族となって税法上の優遇措置を受けている場合は仕方がな
いが，利用者負担に関する事実上の「世帯原則から個人原則へ」の転換が図ら
れているとまとめている。２８）
しかし，これまでの検討で明らかなように，障害者自立支援法では費用負担
は利用者本人としているが，費用負担の上限は世帯を単位に決めており，個人
ホームヘルプサービス
１９６７年～
１９８１年
１９８２年～１９８９年 １９９０年～２００２年 ２００３年～２００５年
（支援費制度）
２００６年～
障害者自立支
援法
利用要件 世帯（低所得）世帯 個人 個人 個人
費用負担 なし 世帯（利用者世
帯の生計中心
者）
世帯（利用者世
帯の生計中心
者）
本人及び扶養義
務 者（同 一 世
帯・同一生計の
配偶者・子）
本人及び同一
世帯の配偶者
政策単位 世帯単位 世帯単位 世帯／個人単位 世帯／個人単位 個人／世帯単位
施設入所（身体障害者療護施設）サービス
１９７２年～
１９８６年
１９８６年～１９８７年 １９８８年～２００２年 ２００３年～２００５年
（支援費制度）
２００６年～
障害者自立支
援法
利用要件 個人 個人 個人 個人 個人
費用負担 － 本人及び扶養義
務 者（同 一 世
帯・同一生計の
配偶者・父母・
子）
本人及び扶養義
務 者（同 一 世
帯・同一生計の
配偶者・子）
本人及び扶養義
務 者（同 一 世
帯・同一生計の
配偶者・子）
本人及び同一
世帯の配偶者
政策単位 － 世帯／個人単位 世帯／個人単位 世帯／個人単位 個人／世帯単位
註）世帯／個人単位は２つの要素が混在していることを意味する。前に在る要素が優位であ
る。
表５ 障害者福祉政策における単位の変遷
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単位へ切り替えようとする意図は見えるが，個人単位になっているわけではな
い。一方，費用を負担する扶養義務者の範囲をみると，生活保護法では民法と
同じく三親等である甥・姪までを含むが，障害者自立支援法では同居配偶者で
ある０親等の者だけとなる。障害者福祉の領域では，他の領域に比べて，個人
を単位に要件を考えるということが相対的に浸透している。自立生活をもとめ
る当事者運動の大きさも関りをもっているのであろう。２９）
福祉政策の単位は個人，家族，地域などとすることができるが，現代日本で
は世帯が成員の生活保障の単位として想定されることが多い。しかし，障害者
福祉政策において，政策の単位は世帯単位からの切り替えが行われつつあり，
現在障害者自立支援法においては夫婦を基本と考えるところにまで来ている。
１９９５年以降，福祉政策の単位は個人単位に改めるべきだという提言がなさ
れてきたが，実際に移行の動きが見え始めてきているのは，現代日本の福祉政
策では障害者福祉ということになろう。その背景には，生活の単位は世帯で
あっても，個人を生活問題の担い手であると考えた方が福祉サービス利用者と
なる個人の生活自立やプライバシーがより擁護される場合があるという認識が
定着しつつあることが見てとれる。
１）生活保護制度における世帯については，牧園清子『家族政策としての生活保護…生活保
護制度における世帯分離の研究』法律文化社１９９９年参照。
２）医療保険では同一世帯に属する一定の親族には家族給付を受給する権利が生じる。一
方，生活保護では世帯同一の者に扶養義務を強制する。制度により世帯同一のもつ意味は
異なるが，生活保護や社会福祉では世帯同一は義務発生の基準となることが多い。（堀勝
洋「私的扶養と公的扶養」社会保障研究所編『福祉政策の基本問題』東京大学出版会１９８５
年 pp２０３～２１６）
３）藤崎宏子「老人福祉サービスの家族要件にみる家族政策のゆくえ」森岡清美編『家族社
会学の展開』培風館１９９３年 pp２６２～２８５
４）厚生労働省「障害福祉サービス利用の実態について」（２００６年１０月）
５）「障害者自立支援法の施行について」（平成１８年３月３１日社援０３３１００６）
６）「障害程度区分認定の実施について」（平成１８年３月１７日障発第０３１７００５）
７）伊藤周平「障害者自立支援法と福祉の権利 第１回障害者福祉改革の動向と福祉の権利」
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『賃金と社会保障』No１３９８ ２００５年７月号 pp７～８
８）給付の対象とならない特定費用は，食事の提供に要する費用及び居住等に要する費用で
ある。
９）京極高宣「障害者自立支援法における利用者負担の考え方」『月刊福祉』２００５年１２月号
p５３
１０）伊藤「前掲論文」p１３
１１）「境界層」への負担軽減措置は，一見すると低所得層への行き届いた配慮のようにみえ
るが，生活保護制度の外側に低所得者の問題を押し出して解決しようという傾向であると
岩田正美（「国民生活の持続可能性はどうなるのか」『世界』２００６年１２月号 pp１６８～１７６）
は批判している。
１２）京極「前掲論文」p５３
１３）預貯金の合計額は，当初３５０万円以下（２００６年）であったが，２００７年から５００万円以
下となった。（施行規則第６条）
１４）障害者自立支援法施行令第１７条。京極（「前掲論文」p５５）は「扶養家族となって税法
上の優遇措置を受けている場合は仕方がないが，この点も障害者自立支援法における大き
な改善である」と評価している。
１５）小川栄二「地域福祉における費用徴収 ホームヘルプ事業と費用徴収問題」小川政亮・
垣内国光・河合克義編著『社会福祉の利用者負担を考える』ミネルヴァ書房１９９３年 pp５５
～７０
１６）中央社会福祉審議会意見具申「当面の在宅老人福祉対策のあり方について」（『社会福祉
関係施策資料集２』全国社会福祉協議会「月刊福祉」増刊号１９８６年 pp１６６～１７５）
１７）矢嶋里絵「障害者施設にみる費用徴収」小川他編著『前掲書』pp８９～１１３
１８）当時の精神薄弱者入所施設では身体障害者入所施設とは異なる費用負担方式がとられて
いたが，１９８８年から同一となった。（矢嶋，同上 p９６）
１９）「支援費支給の決定について」（平成１５年３月２８日障発０３２８０２０）
２０）「身体障害者福祉法に基づく指定居宅支援等に係る利用者負担の額の算定に関する基準」
（平成１５年２月２１日厚労告４１）
２１）「身体障害者福祉法に基づく指定施設支援に係る利用者負担の額の算定に関する基準」
（平成１５年２月２１日厚労告４２）「対象収入額」とは，収入額（社会通念上収入として認定
することが適当でないものを除く。）から，租税，社会保険料等の必要経費を控除した額
をいう。
２２）「指定居宅支援等に係る利用者負担の額の算定に関する基準の制定に伴う取扱いについ
て」（平成１５年３月２５日障発０３２５００６）この規定は，「老人保護措置費の国庫負担（費用
徴収基準）の取扱い細則について」（昭和６３年５月２７日社老第７５号）と同じ内容である。
（『社会福祉関係施策資料集８』全国社会福祉協議会「月刊福祉」増刊号１９８９年 pp３２８～３３１）
２３）藤崎「前掲論文」pp２６２～２８５
障害者福祉政策における世帯と個人 １４１
２４）きょうされん障害者自立支援法対策本部編『それでもしたたかに…障害者自立支援法と
小規模作業所』萌文社２００６年 p４４
２５）太田哲二『家計を守る「世帯分離」活用術』中央経済社２００６年。さらに，後期高齢者
医療についても費用負担を軽減するために，世帯分離が勧められている。（日本経済新聞
「どうなってる後期高齢者医療」２００８年６月１５日付）
２６）中内福成「利用料負担の問題『買う福祉』は利用者家族に何をもたらすか」障害者生活
支援システム研究会編『障害者のくらしはまもれるか検証・障害者自立支援法』かもがわ
出版２００６年 p１６
２７）岡村正幸「制度としての愛情――脱家族とは」安積純子・岡原正幸・尾中文哉・立岩真
也『生の技法――家と施設を出て暮らす障害者の社会学』藤原書店１９９０年 pp７５～１００
２８）京極「前掲論文」p５５
２９）１９８６年の費用徴収制度反対運動でも，障害者団体は「扶養義務者，特に親からの徴収は
障害者の自立を阻害するので費用徴収対象者を障害者本人のみとする」という要望をして
いた。（矢嶋「前掲論文」pp９５～９６）
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